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1．はじめに
労働災害の防止のための必要な措置は，労働安

全衛生法で規定されており，特に防除作業につい
ての具体的な措置は特定化学物質障害予防規則で
規定されている。労働災害の防止にはこれらの法
令で定められている事項を実践する必要がある。
労働安全衛生法等の法令で規制されていない化学
物質を使用した防除作業については，事業者が自
らリスクアセスメントを行うことが義務化されて
おり，この結果を踏まえ，リスクに応じたリスク
低減措置を実施していかなければならない。

2．労働安全衛生法の目的
労働安全衛生法（安衛法）の第一条には，法の

目的について，「この法律は，労働基準法と相まっ
て，労働災害の防止のための危害防止基準の確
立，責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措
置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対

策を推進することにより職場における労働者の安
全と健康を確保するとともに，快適な職場環境の
形成を促進することを目的とする。」と書かれて
いる。

危害防止基準や責任体制については労働安全
衛生法などの法令（図1）に示されているが，事
業者として法令順守はもちろんであるが，最低基
準の法令を守るだけではなく，自主的な活動に
よって，よりレベルの高い安全衛生管理を行うこ
とが重要である。

この安全衛生管理の対象を化学物質に限れば
安全管理は火災爆発（危険性）による傷害防止，
衛生管理は有害性による健康障害防止が中心とな
る。化学物質管理の全体については安衛法等のほ
か，防除作業での具体的な措置は，特定化学物質
障害予防規則に示されている。

3．安全衛生管理体制と安全衛生教育1）

労働災害は生産活動の中で発生するが，この労
働災害を防止するための活動を組織的に行う体制
を安全衛生管理体制という。

事業場での安全衛生管理の責任は事業者，すな
わち経営トップにあることはいうまでもないが，
事業者だけが安全衛生管理に取り組むのでは労働
災害はなくならない。また，個々の労働者が気を
つけるだけでも労働災害はなくならない。労働災
害をなくすための効果のあがる安全衛生管理を行
うためには，事業場の安全衛生に関して，事業者
から各級の管理監督者に至るまで，それぞれの役
割，責任，権限を明らかにした安全衛生管理体制
（図2）を整備し，事業場全体で計画的に安全衛
生管理活動に取り組む必要がある。

安衛法では，労働者が50人以上の事業場につ
いては，産業医，安全管理者，衛生管理者を選任
しなければならないことになっている。さらに，
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図1　労働安全衛生法の体系

（注）東日本大震災により生じた放射性物質により汚染され
た土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障
害防止規則
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労働者が100人以上の事業場は，事業を実質的に
統括管理するものを総括安全衛生管理者として選
任する必要がある。また，常時50人以上の労働
者を使用する事業場では，危険防止の基本対策等
や健康障害防止の基本対策等を審議し労働者の意
見を聴く場として安全衛生委員会の設置が義務づ
けられている。

労働者が10人以上で50人未満の事業場につい
ては，安全管理者や衛生管理者に変えて安全衛生
推進者を選任することになっている。安全衛生推
進者は，一定の学歴と実務経験等を持った者から
の選任が義務づけられている。

安全管理者は，厚生労働大臣が定める研修を
修了した者でなければならず，この研修を受講す
るには一定の要件（一定の学歴と安全の実務経験
等）が必要となる。安全管理者は，総括安全衛生
管理者又は事業者を補佐する者で，安全管理業務
のうち，技術的事項を担当する者として位置づけ
られている。衛生管理者は，衛生管理者免許を
持った者でなければならない。衛生管理者は，総
括安全衛生管理者又は事業者を補佐する者で，衛
生管理業務のうち，技術的事項を担当する者とし
て位置づけられている。産業医は，医師で一定の
研修修了者等から選任しなければならない。

事業者は，労働者を雇い入れたときや作業内
容を変更したときは，その従事する業務に関する
安全又は衛生のための教育（安全衛生教育）を行
なわなければならないことになっており（安衛法
第59条），安全衛生教育の内容を，以下に示した

（安衛則第35条）。

・	�機械等，原材料等の危険性，有害性及びこれら
の取扱方法

・	�安全装置，有害物抑制装置又は保護具の性能及
びこれらの取扱方法

・	�作業手順
・	�作業開始時の点検
・	�当該業務に関して発生するおそれのある疾病の

原因及び予防
・	�整理，整頓及び清潔の保持
・	�事故時等における応急措置及び退避
4．化学物質の安全衛生管理
⑴�特定化学物質障害予防規則（特化則）などで�
規制された化学物質の管理 2）

博物館等の収蔵庫や展示室などでのくん蒸作
業で使用されるエチレンオキシド，酸化プロピレ
ン，シアン化水素，臭化メチル又はホルムアルデ
ヒドなどは，特化則で規制されており，特定化学
物質作業主任者の選任，特殊な作業等の管理（く
ん蒸作業に係る措置），健康診断の実施などが定
められている。ま
た，このうちエチレ
ンオキシド，酸化プ
ロピレン，ホルムア
ルデヒドは特別管理
物質でもあり追加的
な管理が必要とな
る。
1）特定化学物質作
業主任者の選任
「特定化学物質及

図2　安全衛生管理体制

常時使用労働者数が，50人以上 常時使用労働者数が，10人以上50人未満

図3　作業主任者の掲示
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び四アルキル鉛等作業主任者技能講習」修了者か
ら特定化学物質作業主任者を選任するとともに，
作業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作
業場の見やすい箇所に掲示（図3）するなどして，
関係労働者に周知することになっている。
2）くん蒸作業に係る措置（特殊な作業等の管理）

倉庫，コンテナー，博物館等の収蔵庫や展示
室，倉庫などでエチレンオキシド，酸化プロピレ
ン，シアン化水素，臭化メチル，ホルムアルデヒ
ドなどのくん蒸剤を用いて倉庫又はコンテナーの
くん蒸作業（倉庫は博物館等の収蔵庫や展示室を
含む）に必要な措置等は，特化則（第38条の14）
で特殊な作業等の管理として規定されており，そ
の内容を以下に示したが，有害性とともに危険
性（火災）について
も注意する必要があ
る。
・	�博物館等の収蔵庫

や展示室などのく
ん蒸する場所の空
気中濃度の測定
は，くん蒸する場
所の外から行う。

・	�投薬作業は，くん
蒸しようとする場
所の外から行う。
ただし，投薬作業を行う労働者に送気マスク，
空気呼吸器又は隔離式防毒マスク（図4）を使
用させたときは，この限りでない。

・	�くん蒸中の場所からのくん蒸剤の漏えいの有無
を点検する。異常を認めたときは，直ちに目張
りの補修その他必要な措置を講ずる。

・	�くん蒸中の場所には，労働者が立ち入ることを

禁止し，かつ，その旨を表示する。ただし，く
ん蒸の効果を確認するため，労働者に送気マス
ク，空気呼吸器又は隔離式防毒マスクを使用さ
せ，かつ，監視人を置いたときは，くん蒸中の
場所に立ち入らせることができる。

・	�くん蒸中の場所のとびら，ハツチボード等を開
放するときは，流出するくん蒸剤による労働者
の汚染を防止するため，風向を確認する等必要
な措置を講ずる。

・	�くん蒸しようとする場所は，くん蒸剤の漏えい
を防止するため，目張りをする。

・	�投薬作業を開始する前に，目張りが固着してい
ること及びくん蒸しようとする場所から労働者
が退避したことを確認する。

・	�倉庫の一部をくん蒸するときは，倉庫内のくん
蒸が行われていない場所に関係労働者以外の労
働者が立ち入ることを禁止し，かつ，その旨を
見やすい箇所に表示する。

・	�くん蒸した場所にとびら等を開放した後，初め
て労働者を立ち入らせる場合又は一部をくん蒸
中の倉庫内のくん蒸が行われていない場所に労
働者を立ち入らせる場合には，あらかじめ，く
ん蒸した場所又は当該くん蒸が行われていない
場所における空気中のくん蒸剤濃度を測定す
る。この場合において，当該くん蒸が行われて
いない場所に係る測定も，当該場所の外から行
う。

・	�空気中濃度の測定の結果，空気中のくん蒸剤濃
度が濃度基準値（表1）を超えるときは，当該
場所に労働者を立ち入らせてはならない。 た
だし，くん蒸剤濃度を濃度基準値以下とするこ
とが著しく困難な場合で，その場所の排気を行
う場合において，労働者に送気マスク，空気呼

（重松製作所ホームページより）

図4　隔離式防毒マスク

表1　濃度基準値

くん蒸剤名 沸点（℃） 引火点（℃） 濃度基準値

エチレンオキシド 11 −20 1ppm（2mg/m3）

酸化プロピレン 34 −37 2ppm（5mg/m3）

シアン化水素 26 −18 3ppm（3mg/m3）

臭化メチル 4 － 1ppm（4mg/m3）

ホルムアルデヒド −20 85 0.1ppm（0.1mg/m3）
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吸器又は隔離式防毒マスクを使用させ，かつ，
監視人を置いたときは，その場所に立ち入らせ
ることができる。

・	�くん蒸した場所又はくん蒸中の場所に隣接する
居住室等においてくん蒸作業以外の作業に労働
者を従事させようとするときは，くん蒸した場
所又はくん蒸中の場所に隣接する居住室等に
おける空気中のくん蒸剤濃度を測定し，その結
果，濃度基準値（表1）を超えるときは，当該
場所に労働者を立ち入らせてはならない。ただ
し，労働者がくん蒸剤により汚染されるおそれ
のないことが明らかなときは，この限りでな
い。

3）経皮ばく露防止対策
平成27年に化学工場で複数の労働者が膀胱が

んを発症していることが明らかとなり，災害調
査の結果，労働者が呼吸器（経気道）のみならず
皮膚（経皮）からのばく露があることが判明した。
この事例を踏まえて経皮ばく露防止対策を強化す
るために平成28年11月に特化則等の改正が公布
され，平成29年1月1日から施行された。強化さ
れた規制内容は，洗浄設備と保護衣等に関する事
項であり，以下に示した。
・	�臭化メチル，シアン化水素，ジクロルボス（ジ

メチル‐2，2‐ジクロロビニルホスフェイト：
DDVP）などのくん蒸剤を取り扱う作業に労働
者を従事させるときは，洗眼，洗身又はうがい
の設備，更衣設備及び洗たくのための設備を設
けなければならない。また，事業者には，これ
までの設置義務に加え，労働者が汚染されたと
きに労働者を洗浄する義務が，労働者は，汚染
時に事業者から洗浄を命じられた場合に洗浄す
る義務が加わった。（特化則第38条：洗浄設備）

・	�特化則第2類物質のくん蒸剤を取り扱う作業又
はこれらの周辺で行われる作業に従事する労働
者に使用させるための不浸透性の保護衣，保
護手袋及び保護長靴並びに塗布剤を備え付け
なければならない。また，事業者には，これま
での備え付け義務に加え，労働者に経皮吸収の
おそれのある物質に従事させるときには，保護
眼鏡，不浸透性の保護衣，保護手袋，保護長靴
を使用させ，労働者は，事業者から保護衣等の

着用を命じられた場合に着用する義務が加わっ
た。（特化則第44条：保護衣等）

4）健康診断の実施
規制対象化学物質を取扱う業務に常時従事す

る労働者に対して，雇入れ又は当該業務への配置
替えの際及びその6か月以内ごとに1回，定期に
健康診断を実施しなければならない。その他に，
健康診断個人票の保存，健康診断結果の作業者へ
の通知，定期の健康診断結果については健康診断
結果報告書を所轄労働基準監督署長へ報告が必要
となる。
5）特別管理物質に係る必要な措置

エチレンオキシド，酸化プロピレン，DDVP，
ホルムアルデヒドなどの特別管理物質取扱作業者
については作業記録の作成を1 ヵ月以内ごとに行
うとともに， 健康診断個人票，作業環境測定・評
価の記録，作業記録を30年間保存する必要があ
る。なお，作業記録に必要とされる項目は，①労
働者の氏名，②従事した作業の概要及び期間，③
著しく汚染される事態が生じたときは，その概
要・応急措置の概要となっている。作業記録の記
載例を図5に示した。

また，事業を廃止しようとするときには，特別
管理物質等関係記録等報告書に記録を所轄労働基
準監督署長に提出しなければならない。
　⑵�特化則などで規制されていない化学物質の安
全衛生管理 3）

特化則など特別規則で規制されていない化学
物質の安全衛生管理を行うには，リスクアセスメ
ントを行って，リスクが認められた場合にはリス
クを低減させる措置を講ずるという手順となる。

化学物質のリスクアセスメントについては，化
学物質による健康被害が問題となった胆管がん事
案に端を発し，化学物質の管理が見直され，平
成26年6月25日の労働安全衛生法の改正により，
一定の危険性・有害性が確認されている安全デー
タシート（SDS）の交付義務対象となっている化
学物質について，危険性または有害性等の調査

（リスクアセスメント）が，事業者に義務付けら
れた（図6）。また，平成27年9月には，「化学物
質等による危険性又は有害性等の調査等に関する
指針」が示され，平成28年6月1日からこの化学
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物質のリスクアセスメントの実施が義務化となっ
た。

安全データシート（SDS）の交付義務対象物質
は，特化則や有機則等の特別規則で規制されてい
る物質のほかに，これらの規則で規制されていな
い物質も含まれており，平成31年4月現在，673
物質となっている。くん蒸作業で使用されるくん
蒸剤でリスクアセスメントの義務付けのあるもの
には，臭化メチル，シアン化水素，ホルムアルデ
ヒド，エチレンオキシド，酸化プロピレン，ジク
ロルボス（ジメチル−2，2−ジクロロビニルホス
フェイト：DDVP）がある。

化学物質のリスクアセスメントは，原材料を新
規に採用したり，変更したりするとき，作業方法
または作業手順を新規に採用したり変更したりす

るときのように，事業場にお
けるリスクに変化が生じたり，
生じるおそれがあるときに実
施する。また安全衛生水準の
継続的な向上のためには，定
期又は随時に繰り返し実施す
ることも重要である。

化学物質のリスクアセスメ
ントの実施手順は図7に示し
たが，まず，化学物質による
危険性又は有害性を特定し（ス

テップ1），特定された危険性又は有害性からリ
スクを見積る（ステップ2）。つぎに，リスクを
低減するための措置の内容を検討し（ステップ
3），リスク低減措置を実施する（ステップ4）と
いう流れで行う。また，リスクアセスメントの実
施後は，その結果を労働者への周知等を行わなけ
ればならない。周知に必要な項目は，調査対象物
の名称，業務の内容，調査の結果，調査の結果に
基づき事業者が講ずる労働者の危険又は健康障害
を防止するため必要な措置の内容である（図8）。

リスクアセスメントの実施手順のステップ2の
リスクの見積り方法（図9）は，「危険を及ぼし，
または健康障害を生ずるおそれの程度（発生可
能性）と，危険または健康障害の程度（重篤度）
を考慮する方法」と「化学物質にさらされる程度

図5　作業記録の記載例

図6　化学物質のリスクアセスメントの対象化学物質
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（ばく露の程度）とこの化学物質の有害性の程度
を考慮する方法」がある。これらの方法をもとに
具体的な手法の例が多く示されているが，どの手
法でなければならないということはなく，事業者
が自ら開発した手法でもよいことになっている。

5．まとめ
化学物質の管理については，事業者による自

主的なリスクに基づいた管理が重要視される状況
になっている。法令での規制項目は最低限必要と
されるものであり，事業者が自らリスクアセスメ
ントを行って，リスクに応じた措置を実施してい
くことが重要である。次回は，化学物質のリスク
アセスメント手法の中で最も簡易な手法（コント
ロール・バンディング）の具体的な内容について
の解説を行うこととしている。
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